参　考

「国民健康保険　出産育児一時金」について

健康保険法　　（抜粋）
（大正十一年四月二十二日法律第七十号）
（出産育児一時金） 

第百一条 　被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める金額を支給する。 

健康保険法施行令　　（抜粋）
（大正十五年六月三十日勅令第二百四十三号）
（出産育児一時金の金額） 

第三十六条 　法第百一条 の政令で定める金額は、三十五万円とする。 

健康保険法施行令等の一部を改正する政令　　（抜粋）
（平成二十一年五月二十二日政令第百三十九号）
（健康保険法施行令の一部改正） 

第一条 　健康保険法施行令（大正十五年勅令第二百四十三号）の一部を次のように改正する。 

　　　附則に次の一条を加える。

　　　　（平成二十一年十月から平成二十三年三月までの間の出産に係る出産育児一時金等に関する経過措置）
第七条　被保険者若しくは日雇特例被保険者若しくはこれらの者であった者又は被扶養者が平成二十一年十月一日から平成二十三年三月三十一日までの間に出産したときに支給する出産育児一時金又は家族出産育児一時金についての第三十六条の規定の適用については、同条中「三十五万円」とあるのは、「三十九万円」とする。
国民健康保険法　　（抜粋）
（昭和三十三年十二月二十七日法律第百九十二号）
（国民健康保険） 

第二条 　国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行うものとする。

第五十八条 　保険者は、被保険者の出産及び死亡に関しては、条例又は規約の定めるところにより、出産育児一時金の支給又は葬祭費の支給若しくは葬祭の給付を行うものとする。ただし、特別の理由があるときは、その全部又は一部を行わないことができる。
春日井市国民健康保険条例　　（抜粋）
昭和34年3月23日　条例第9号

(出産育児一時金)
第5条　被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し出産育児一時金として350,000円を支給する。ただし、当該出産が、健康保険法施行令(大正15年勅令第243号)第36条ただし書に規定する出産であると市長が認めるときは、この額に30,000円を超えない範囲内で規則で定める額を加算する。
2　前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険法(大正11年法律第70号)、船員保険法(昭和14年法律第73号)、国家公務員共済組合法(昭和33年法律第128号。他の法律において準用し、又は例による場合を含む。)又は地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号)の規定によって、これに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

春日井市国民健康保険規則　　（抜粋）
平成6年9月30日　規則第28号

(出産育児一時金の加算額)
第7条　条例第5条の規則で定める額は、30,000円とする。
